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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第123期

第３四半期
連結累計期間

第124期
第３四半期
連結累計期間

第123期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 17,449 18,903 23,554

経常利益 (百万円) 2,189 3,008 3,021

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,510 2,176 1,845

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,594 2,309 2,191

純資産額 (百万円) 28,436 29,264 29,032

総資産額 (百万円) 34,859 37,503 35,396

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 69.21 103.02 84.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 81.6 78.0 82.0
 

 

回次
第123期

第３四半期
連結会計期間

第124期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 27.95 27.40
 

 

 

(注) 1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2.　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

3.　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（１）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルスのワクチン接種が一定数進んだものの、感

染力の強い変異株の感染症が拡大するなど、依然として予断を許さない状況が続いております。

製造業におきましては、原材料価格、輸送費などの高騰が顕在化しており、先行き不透明な状況で推移しまし

た。

当社グループの売上は、セメント・ガラスメーカー向けについては対前年同期比で低調だった一方、鉄鋼・電子

部品メーカー向けの需要増を受け、総じて、好調に推移しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は189億３百万円と前年同四半期に比べ14億54百万円の増収とな

り、営業利益は29億70百万円と前年同四半期に比べ８億98百万円増加し、経常利益は30億８百万円と前年同四半期

に比べ８億19百万円の増加となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、21億76百万円と前年同四半期に比べ６億66百万円の増加と

なりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（耐火物等）

耐火物等事業につきましては、鉄鋼メーカー向けの需要が増加したこと等により、当第３四半期連結累計期間の

売上高は154億８百万円となり、前年同四半期に比べ11億73百万円の増収、セグメント利益は36億79百万円となり、

前年同四半期に比べ10億37百万円の増加となりました。

 
（エンジニアリング）

エンジニアリング事業につきましては、大口の工事案件の受注が増加したこと等により、当第３四半期連結累計

期間の売上高は34億95百万円となり、前年同四半期に比べ２億80百万円の増収、セグメント利益は４億34百万円と

なり、前年同四半期に比べ27百万円の減少となりました。
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（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の財政状態につきましては、原材料等の仕入増による棚卸資産の増加、主要得意先で

ある鉄鋼業界の需要回復等による売上債権の増加により、資産合計が増加となりました。

また、負債合計は、原材料等の仕入を増やしたことなどにより、増加となりました。純資産合計は、自己株式の

取得を行ったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益がこれを上回ったため、増加となりました。

それぞれの状況は次の通りであります。

当第３四半期連結会計期間の資産合計は、375億３百万円であり、前連結会計年度に比べ21億７百万円増加しまし

た。これは主として、現金及び預金の減少21億６百万円等があるものの、原材料及び貯蔵品の増加19億74百万円、

受取手形、売掛金及び契約資産の増加10億８百万円、製品の増加８億13百万円、電子記録債権の増加１億53百万

円、投資有価証券の増加１億46百万円、有形固定資産その他に含まれている建設仮勘定の増加１億17百万円等によ

るものであります。

当第３四半期連結会計期間の負債合計は、82億39百万円であり、前連結会計年度に比べ18億75百万円増加しまし

た。これは主として、買掛金の増加14億50百万円、電子記録債務の増加３億９百万円等によるものであります。

当第３四半期連結会計期間の純資産合計は、292億64百万円であり、前連結会計年度に比べ２億31百万円増加しま

した。これは主として、自己株式の増加14億95百万円等があるものの、利益剰余金の増加15億82百万円、為替換算

調整勘定の増加76百万円等によるものであります。　

　この結果、当第３四半期連結会計期間の自己資本比率は78.0％となり、財政状態は概ね良好であると判断してお

ります。

 
（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について変更はありません。

 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は139百万円であります。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の経済見通しにつきましては、新型コロナウイルスのワクチン普及により景気の持ち直しが期待される一方

で、半導体不足、サプライチェーンの寸断など、先行きは引き続き非常に不透明な状況にあります。

耐火物業界におきましては、業績に与える影響が大きい、粗鋼生産量、中国からの原材料価格動向などが不透明

な状況となっております。

このような状況に対応するために当社グループは、原材料購入先の新規発掘、商品力向上、新製品開発の促進、

不定形比率の向上、生産の構造改革に伴う積極的な投資などを進めて、景気に左右されない強靭な会社体質を構築

してまいります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,587,421 25,587,421
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 25,587,421 25,587,421 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

─ 25,587 ─ 2,654 ─ 1,710
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

4,786,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

207,915 ―
20,791,500

単元未満株式
 

普通株式 9,021
 

― ―

発行済株式総数 25,587,421 ― ―

総株主の議決権 ― 207,915 ―
 

 

(注) 1.　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

2.　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権の数30個)含まれてお

ります。

3.　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヨータイ

大阪府貝塚市二色中町
８番１

4,786,900 ― 4,786,900 18.70

計 ― 4,786,900 ― 4,786,900 18.70
 

(注) 2021年５月13日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期会計期間において自己株式190,200株を取得いたし

ました。その結果、当第３四半期会計期間末現在における自己株式数は4,977,123株（発行済株式総数に対する所有株

式の割合19.45％）となっております。

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　ヨータイ(E01147)

四半期報告書

 6/20



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,390,772 9,283,894

  受取手形及び売掛金 8,866,063 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － ※1  9,874,249

  電子記録債権 1,702,885 ※1  1,856,372

  製品 2,963,605 3,777,335

  仕掛品 369,785 297,578

  原材料及び貯蔵品 2,518,718 4,493,091

  その他 113,146 171,435

  貸倒引当金 △3,337 △2,733

  流動資産合計 27,921,641 29,751,223

 固定資産   

  有形固定資産 5,094,308 5,267,303

  無形固定資産 21,938 25,062

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,116,078 2,262,157

   その他 270,828 212,454

   貸倒引当金 △28,249 △14,645

   投資その他の資産合計 2,358,657 2,459,966

  固定資産合計 7,474,904 7,752,333

 資産合計 35,396,546 37,503,556
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,601,393 3,051,800

  電子記録債務 1,536,325 1,846,241

  未払法人税等 467,830 310,817

  賞与引当金 － 149,420

  役員賞与引当金 29,400 22,518

  その他 1,332,221 1,442,761

  流動負債合計 4,967,171 6,823,558

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,350,087 1,386,405

  その他 46,795 29,383

  固定負債合計 1,396,882 1,415,789

 負債合計 6,364,054 8,239,348

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,654,519 2,654,519

  資本剰余金 1,750,465 1,762,031

  利益剰余金 24,621,486 26,204,056

  自己株式 △823,490 △2,319,001

  株主資本合計 28,202,981 28,301,605

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 673,417 724,230

  繰延ヘッジ損益 7,789 1,691

  為替換算調整勘定 161,793 238,139

  退職給付に係る調整累計額 △13,490 △1,458

  その他の包括利益累計額合計 829,510 962,602

 純資産合計 29,032,492 29,264,208

負債純資産合計 35,396,546 37,503,556
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 17,449,514 18,903,702

売上原価 13,859,143 14,249,244

売上総利益 3,590,370 4,654,457

販売費及び一般管理費 1,519,030 1,684,260

営業利益 2,071,339 2,970,196

営業外収益   

 受取利息 5,534 4,973

 受取配当金 65,619 74,520

 不動産賃貸料 12,910 15,248

 雇用調整助成金 27,585 －

 その他 21,032 28,986

 営業外収益合計 132,681 123,729

営業外費用   

 支払利息 532 414

 自己株式取得費用 971 40,832

 為替差損 9,140 1,894

 固定資産除却損 2,510 38,364

 その他 1,709 4,113

 営業外費用合計 14,865 85,619

経常利益 2,189,156 3,008,307

特別利益   

 固定資産売却益 3,945 －

 特別利益合計 3,945 －

特別損失   

 固定資産売却損 11,089 －

 特別損失合計 11,089 －

税金等調整前四半期純利益 2,182,012 3,008,307

法人税、住民税及び事業税 611,083 809,358

法人税等調整額 60,469 22,185

法人税等合計 671,553 831,544

四半期純利益 1,510,459 2,176,762

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,510,459 2,176,762
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,510,459 2,176,762

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 92,550 50,813

 繰延ヘッジ損益 △6,781 △6,097

 為替換算調整勘定 △8,484 76,345

 退職給付に係る調整額 6,967 12,031

 その他の包括利益合計 84,251 133,092

四半期包括利益 1,594,711 2,309,855

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,594,711 2,309,855

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、工事契約に関して、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事の場合には工事進行

基準により、その他の工事の場合は工事完成基準によっておりましたが、原則として、履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告

期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。ま

た、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれ

る場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足す

ると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益

を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。なお、利益剰余金

の当期首残高への影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととしております。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第12号2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報は記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

 
  (追加情報)

当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについては、連結財務諸表作成時において入

手可能な情報に基づき実施しております。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響が当社グループの業績に与える影響は軽微であり、翌連結会計年度以降も

重要な影響がないという仮定に基づき会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響は、不確定要素が多く、今後の財政状態、経営成績等に重要な

影響を及ぼす可能性があります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。　

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形 －千円 63,367千円

電子記録債権 －千円 61,537千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 624,920千円 627,089千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

1. 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 153,843 7.0 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 108,910 5.0 2020年９月30日 2020年12月11日
 

 
2. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。

 

3. 株主資本の著しい変動

当社は、2020年３月16日開催の取締役会決議に基づき、自己株式195,400株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が129百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自

己株式が823百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

1. 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 261,384 12.0 2021年３月31日 2021年６月25日

2021年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 332,807 16.0 2021年９月30日 2021年12月10日
 

 

2. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。

 

3. 株主資本の著しい変動

 当社は、2021年５月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,183,700株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が1,499百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において

自己株式が2,319百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：千円)

 
報告セグメント

耐火物等 エンジニアリング 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 14,234,728 3,214,785 17,449,514

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 14,234,728 3,214,785 17,449,514

セグメント利益 2,642,321 462,659 3,104,980
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額

及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 3,104,980

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △1,033,640

四半期連結損益計算書の営業利益 2,071,339
 

 

　(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 (単位：千円)

 
報告セグメント

耐火物等 エンジニアリング 合計

売上高    

顧客との契約から生じる収益 15,408,502 3,495,200 18,903,702

 外部顧客への売上高 15,408,502 3,495,200 18,903,702

（業種別内訳）    

 鉄鋼 7,857,015 352,609 8,209,624

　その他 7,551,486 3,142,591 10,694,077

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 15,408,502 3,495,200 18,903,702

セグメント利益 3,679,444 434,671 4,114,115
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額

及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 4,114,115

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △1,143,918

四半期連結損益計算書の営業利益 2,970,196
 

 

　(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 69円21銭 103円02銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,510,459 2,176,762

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,510,459 2,176,762

普通株式の期中平均株式数(株) 21,822,813 21,129,398
 

 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

(譲渡制限付株式報酬制度の導入)

当社は、2022年２月９日開催の取締役会において、創立85周年を記念して、当社従業員に対して、従業員持株会

向け譲渡制限付株式インセンティブ制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決定し、ヨータイ従業員持株会

（以下「本持株会」といいます。）を割当予定先として、譲渡制限付株式としての自己株式の処分（以下「本自己

株式処分」又は「処分」といいます。）を行うことを決議いたしました。

 
１．処分の概要

（１）処分期日 2022年４月28日

（２）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　43,290株（注）

（３）処分金額 １株につき1,271円

（４）処分総額 55,021,590円（注）

（５）割当方法（割当予定先）

第三者割当の方法による

（ヨータイ従業員持株会　43,290株）

（本制度の適用対象となりえる最大人数である当社の従業

員555名へ、それぞれ78株付与するものと仮定して計算し

ています。）

なお、各当社従業員からの付与株式数の一部申し込みは受

け付けないものとします。

（６）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証

券通知書を提出しております。
 

（注）「処分する株式の数」及び「処分総額」は、最大値であり、実際に処分する株式の数及び処分総額は、本

持株会未加入者への入会プロモーションや加入者への本制度に対する同意確認終了後の当社従業員数（最大555名）

に応じて確定する見込みであります。

 
２．処分の目的及び理由

当社は、創立85周年を記念し、本持株会に加入する当社従業員のうち、本制度に同意する者（以下「対象従業

員」といいます。）に対し、対象従業員の福利厚生の増進策として、本持株会を通じた当社が発行又は処分する譲

渡制限付株式（当社普通株式）の取得機会を創出することによって、対象従業員の財産形成の一助とすることに加

えて、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを対象従業員に与えるとともに、対象従業員が当社の

株主との一層の価値共有を進めることを目的とした本制度を導入することを決議いたしました。

 

２ 【その他】

2021年11月11日開催の取締役会において、2021年９月30日を基準日とする剰余金の配当について、次のとおり

決議いたしました。

１. 配当金の総額　　　　　　　　　 332,807千円

２. １株当たりの金額　　　　　　　　　 16.00円

３. 配当の効力発生日　　　　　　2021年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年２月９日

株式会社ヨータイ

取締役会　御中

 

 有限責任監査法人　トーマツ

 大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三　浦　宏　和  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　田　信　之  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨータ

イの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨータイ及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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